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コンパクトシティプラスネットワークの実現のためには，評価指標（都市のサービスレベルを表すＫＰＩ指標）

をもとに，達成度評価とともに実施施策が有効であるかを事前に検討する必要がある．そのために都市交通の定量

的なデータが必要であるが，中核都市規模以上の都市ではPT 調査等が実施され，都市交通のデータが収集されてい

るものの，小さい規模の都市では，データ入手コストの問題もあり，PT 調査等が実施されていない． 
本稿は，そのような中小規模都市でも交通流動の概略予測が簡易に行えるよう，PT 調査や今後取得が可能となる

であろう交通 ICT データ等に依存せずに，ネットワークや施設配置等の条件をもとに現況目的別手段別簡易 OD 表

の作成を試みる．また，施策導入による効果量を全国共通のモデルを用いて簡易に推計する手法を提案する．推計

手法については，四段階推計手法の各段階別に全国共通の原単位，モデルを既存PT 調査データにより算出する． 
Key Words : OD Estimation, compact city planning, Person trip survey, traffic flow analysis 

 
 

1. はじめに 
 

集約型の都市構造形成と公共交通の充実(コンパクト･

プラス･ネットワーク)は，急激な少子高齢化に直面する

我が国における持続可能性・生産性向上のための効果的

な施策として，都市行政の重要な課題となっている． 

都市政策の検討に際しては，従来，大都市圏において

は交通流動を把握するためにパーソントリップ(PT)調査

が実施されてきた．一方で，予算制約などの理由からPT

調査が実施困難な中小都市においては，都市圏の交通流

動を把握するデータが乏しいのが現状である． 

平成２６年の都市再生特別措置法・地域公共交通活性

化再生法の改正以来，立地適正化計画や公共交通網形成

計画の策定など，中小都市においても都市機能集約や移

動性向上によるコンパクト化施策が必要に迫られており，

簡易に都市圏の交通流動が推定できる環境の構築は，機

動的な政策立案支援において効果的であると考える． 

本研究では人口指標や公共交通のサービス水準（LOS），

観測交通量などの既存データを活用して，簡易に現況目

的別手段別OD 表を作成する手法を検討し，中小都市に

おいて都市施策評価が可能となる，汎用的なモデルを構

築する．推計手法として，まず，ICT，PT調査データを

使わずに，対象都市の人口フレーム・交通条件から，現

況目的別手段別OD 表を作成する簡易手法を提案する．

次に，道路断面交通量・駅・バス停乗降客数データ等の

観測交通量を用いて推定精度向上を図る手法を提案する． 

 本研究の目的は，都市間で汎用性のある，簡易的かつ

適切な推計手法を提案することであるため，従来手法と

の違いとして以下の点に留意した(図1)． 

① 都市機能の立地誘導による集客力向上を考慮 

② 交通機関のアクセシビリティ向上による外出活動

の活発化，地域間流動の増加を考慮 

③ 推計手法の他都市への転移性を考慮 

④ 観測データにより推計値を補正し確度向上を図る 

生成量推計

発生集中量推計

分布量推計

分担量推計

①都市機能の立地誘導による集客力向上を考慮
②交通機関のアクセシビリティ向上による地域

間流動の増加を考慮

③他都市へのモデル転移性を考慮
④観測データを用いて推計値を補正

図1 従来手法に対する改良点 
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また，本研究では，平成 24 年熊本都市圏PT調査デー

タ，平成 25年宇都宮都市圏PT調査データを活用し検討

を行った．目的構成においては，高齢人口の増加が予想

されることから，通勤，通学，業務，私用(高齢者)，私

用(非高齢者)としている．両都市圏のデータを基に作成

したモデルが，今後，多くの都市圏で汎用的に利用され

ることを目指している． 

 

2. 推計モデルの検討 
 

(1) アクセシビリティ指標の算出 

a) 換算時間の算出 

 熊本都市圏PT調査データを用いた非集計Logitモデル

の機関分担モデルにより，効用値
kmV のパラメーターを

算出し(表1)，公共交通機関の待ち時間とアクセス・イグ

レス時間を換算時間に変換する係数を導出した．また表

2に式(1)に示す公共交通機関の換算時間係数を整理した． 

公共交通機関の換算時間 

=交通機関利用時間＋a×待ち時間＋b×アクセス時間  (1) 

待ち時間換算係数は，通勤・通学目的で 1.0 程度である

が，私用目的では高くなっている．これは，通勤・通学

時は規則性のある移動であるため，列車のダイヤに合わ

せた移動をしている一方，私用目的は移動時刻が確定し

ていないことから公共交通の利用タイミングが低下して

いることが要因と思われる． 

アクセス時間等換算係数は，すべての目的で 1.0 を上

回っている．特に，私用目的の高齢者で 3.5 となり，駅

までの移動距離による身体的抵抗感が公共交通利用に影

響を及ぼしていると想定される． 

 b) 換算時間と利用ODとの関係 

所要時間，待ち時間やアクセス時間を説明変数とした

公共交通機関換算時間を設定し，多項 Logit モデルによ

り，交通手段別分担率の算出を行った．  

また図2は，熊本市中心部に関して，公共交通換算時

間と利用OD との関係を表したものであり，自動車や公

共交通の利便性が高い地域ほど来街者数が増加している

状況が確認できる． 

c) 機関分担モデルの地域移転性分析 

 本論文では，複数の都市で汎用可能なモデルを構築す

ることが目的であるため，熊本都市圏 PT 調査で算出し

た分担モデルが宇都宮都市圏で移転可能であるかの検証

を実施する． 

図3は，自動車トリップに関して熊本都市圏PT調査デ

ータで作成した非集計 Logit モデルを用いた宇都宮都市

圏の推計値と PT 調査での実値を比較したものである．

モデル値と実値の相関は高く，式(2)に示す Logit モデル

の効用値
kmV のパラメーターは，熊本，宇都宮の異なる

都市において傾向が近似していることを示している． 

所要時間 待ち時間
ｱｸｾｽ･ｲｸﾞ
ﾚｽ時間

定数項鉄
道

定数項バ
ス

ﾊﾟﾗﾒｰﾀ -0.038 -0.040 -0.043 -0.530 -0.453

T値 -9.01 -14.45 -2.63 -2.62 -3.48

ﾊﾟﾗﾒｰﾀ -0.014 -0.014 -0.026 0.077 -0.247

T値 -1.94 -3.77 -1.22 0.26 -1.12

ﾊﾟﾗﾒｰﾀ -0.044 -0.044 -0.106 -0.195 -0.597

T値 -3.11 -5.08 -2.05 -0.32 -1.53

私用 ﾊﾟﾗﾒｰﾀ -0.019 -0.025 -0.059 -0.823 -1.340

(非高齢) T値 -2.91 -5.85 -2.81 -2.84 -7.73

私用 ﾊﾟﾗﾒｰﾀ -0.025 -0.028 -0.090 -0.426 0.014

(高齢) T値 -4.77 -8.64 -4.83 -1.73 0.10

通勤

通学

業務

表1 機関分担モデルの効用値パラメーター 

表2 公共交通機関の換算時間係数 
 通勤 通学 業務 私⽤ 

(⾮⾼齢者) 
私⽤ 

(⾼齢者) 
1.04 1.00 1.01 1.28 1.11 

1.12 1.90 2.47 3.08 3.53 

y = ‐0.021ln(x) + 0.0744
R² = 0.0752
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R² = 0.1316

‐4%

‐2%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

0 50 100 150 200 250 300 350中
心

地
O
D
/居

住
人

口

換算時間

熊本中心地

（公共交通）

図2 換算時間と利用ODとの関係 

図3 推計値(熊本PTモデル)と宇都宮ODとの比較 

表3 宇都宮都市圏の効用値パラメーター推定結果 

  通勤 通学 私⽤⾮⾼齢 私⽤⾼齢 業務 

α 
ﾊﾟﾗﾒｰﾀ  ー 1.04  0.14  1.73  1.71  0.56  

t値 58.93  2.33  39.27  50.25  29.65  

β 
ﾊﾟﾗﾒｰﾀ  ー 1.20E-13 5.35E-14 2.79E-13 3.52E-14 -3.10E-14 

t値 5.73E-17 4.51E-18 6.64E-17 1.19E-17 -5.22E-18 

的中率︓熊本 的中率︓宇都宮 

0.712 0.930 

表4 的中率の算出結果 

第 57 回土木計画学研究発表会・講演集

 2



  

そこで，宇都宮都市圏の効用値
kmV を式(3)に示す通

り，熊本都市圏
kmV の線形近似式であると仮定し，熊本

都市圏と同様に，非集計 Logit モデルの機関分担モデル

によりパラメーター推定，的中率の確認を行う．パラメ

ーター推定結果は表3の通りとなり，都市間の効用値で

はαのみ有意に影響を及ぼしている状況が確認できた．

目的別にαを乗した推定効用値を用いて，個人の交通手

段選択の的中率を算出した結果，表4の通り 0.930 と高

確率となった．このことから，表2で算出した換算時間

係数は，都市規模に依存せず採用できる可能性があると

判断できる． 

 
 

exp

exp

km
ijnkm

ijn km
ijn

k

V
P

V



              (2) 

km km
ijn ijnV V  a b                 (3) 

 

(2) 発生量・集中量モデルの構築 

a) 生成量モデル 

 今回の検討においては，モデル作成元のデータが検証

対象データであるため，生成量の算出を行っていない（発

生集中量の総和を生成量として検証している）．他都市へ

の適用に当たっては現在，国交省で作成を検討している

都市類型別目的別属性別原単位表等により生成量を推計

することが適当と考える． 

b) 発生量モデル 

 公共交通の利便性の高い沿線地域では，生成量または

発生量が高くなることが既存研究 1)で明らかとなってい

る．また，発生量については，対象ゾーンのフレーム人

口数を説明変数とする重回帰モデルが一般的に用いられ

ている．このため本研究では，式(4)に示す発生量の簡易

関係式を定式化する． 

発生量= ×∑ 発生原単位 人口フレーム   (4) 

   :鉄道駅・バス停からアクセス距離による割増率 

 表5は，熊本・宇都宮都市圏の両地域のデータを用い

て発生量モデルの重回帰計算の結果であるが，すべての

目的で高い相関係数となっている． 

図4は，高齢者の私用目的の発生量の実値とモデル値

をプロットしたものであり，公共交通沿線地域(400m 未

満)では，モデル値よりも実値が 4%上振れし，公共交通

より 800m 以遠地域では 2%下振れしていることがわか

る．この発生量の上下振れを模式したものが図5の左図

であり，公共沿線地域の有無によって最大 6%の差が生

じている． 

c) 集中量モデル 

集中量モデルについても，熊本・宇都宮都市圏の両地

域データを用いて推計している．また，利便性の高い地

図4 発生交通量の推計値と実値の比較 

表5 発生交通量推計モデル(重回帰モデル) 

表6 集中交通量推計モデル(重回帰モデル) 

図5 発生・集中モデルの割増率 

図7 集中交通量の推計値と実値の比較 

通勤 0.49    0.98 

通学 0.20    0.97 

私用(非高齢) 0.39   0.52 0.97 

私用(高齢)  0.67  0.15 0.96 

業務   0.37 0.48 0.89 

 

通勤   0.73    0.91 

通学 0.17      0.76 

私用(非高齢) 0.02    0.92  0.93 

私用(高齢)  0.32   0.38 0.45 0.93 

業務    0.31 0.51  0.91 
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図6 発生交通量の推計値と実値の比較 
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域では集中量が高いとの前提を置き，式(5)による簡易関

係式を定式化する．換算時間を用いたアクセシビリティ

指標を用いて割増率を算出する． 

集中量= ×∑ 集中原単位 人口フレーム   (5) 

:集中ゾーンjのアクセシビリティ  の対象都市

平均値に対する割合による割増率 

∑ /

∑ ∑ /
 

表6は，集中量モデルの重回帰計算の結果であるが，

高い相関係数となっている．図 5 の右図は，集中量の

上下振れを模式したものであり，対象地域全体のなかで

アクセシビリティの高さが上位3割地域の地域で，モデ

ル値よりも実値が約10%上振れしている． 

d) 発生集中量の推計値の検証 

 上記(4)(5)により算出した推計値と，熊本・宇都宮都市

圏の実値の相関を検証した．図6は通勤目的での発生量

における推計値と現況値の相関，図7は通勤目的での集

中量における推計値と現況値の相関を分析したものであ

るが，他の目的においても高い再現性を確認できた． 

 

(3) 分布モデルの構築 

従来の分布交通量推計時においては，現況の実績値と

推計値が一致しないためゾーン間調整係数を導入したグ

ラビティモデルや現在パターン法が多用されている． 

本論文においては，式(6)の通りゾーン間の発生集中量

と手段統合の換算時間に応じるグラビティモデルを用い

た推計OD 表を初期OD パターンとし，フレーター法に

より目的別OD 表を補正し，現況OD と比較を行った． 

なお，利用データは熊本PTと宇都宮PTの統合データ

とした．パラメーターにおいては実分布量から推定を行

い，表7の推定結果を得た． 

      (6) 

ln	 exp	  

：ゾーン iの発生量 ：ゾーン jの集中量 

 

図8は，通勤目的のOD 表におけるトリップ距離帯別

のOD 量を，現況値と推計値で比較し再現性の確認を行

ったものである．相関係数は宇都宮で 0.84，熊本で 0.94

と一定の精度が確保されている一方で，特に短トリップ

の再現性は低い． 

重力モデルの場合，モデル線形化のための対数変換に

よってゼロ・トリップのOD が除外されることによる推

計バイアスが既存研究でも指摘されており 2)，トリップ

長の短いOD で過小評価，トリップ長の長いOD で過大

評価なることが要因であると考えられる． 

図9 バス分担交通量の再現性 
(分担モデルのみでの推計値と検証) 

α β γ 相関係数 

0.490 0.203 0.329 0.922 

表7 グラビティモデルの 
目的別パラメーター推定結果(通勤目的) 

図8 トリップ距離帯別の分布量の比較(通勤目的OD) 
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また今回の検討では簡素化の為，OD 間のグラビティ

モデルによる推定値を初期分布パターンとしたが，目的

別分布パターンに交通 ICTデータ等を活用する手法も考

えられ，推定精度の向上が期待される． 

 

(4) 分担モデルの構築 

a) 観測交通量を用いたOD逆推計手法の提案 

 図9に示すように分担モデルで算出した手段別OD 表

は，実績値OD 表の再現性は低い．分担モデルにより算

出した目的別手段別OD 表を，道路断面交通量，鉄道・

バス利用者数で補正するOD 表逆推計手法を提案する．   

公共交通の観測交通量を用いて，OD 表を逆推計する

手法としては，嶋本ら 3)，栄徳ら 4)の研究がある．嶋本

らは，主要ゾーンの一部の集中交通量を実測観測するこ

とで，モバイル移動データを用いてOD 表を推計する手

法である．この手法は，単一のOD 表ベースでの逆推計

手法である，手段別OD 表等の複数のOD 表ベースの推

計とはなっていない．一方，栄徳らは，PT調査マスター

ベースを対象に，観測された公共交通機関OD 表を用い

て補正係数を修正することでマスターデータの精度向上

を提案している．このマスターデータを集計することで，

手段別OD 表を算出することが可能となる． 

 

b) 具体的な推計手法の提案 

本手法は，栄徳らの手法を活用し，目的別手段別 OD

表を対象に，観測交通量で補正する方法である．具体的

には，図10に示す手法である． 

・現況目的別手段別OD 表を集計し，①バス総トリッ

プ数 ②主要ゾーンのバス発生量・集中量 ③目的別

OD 表を算出 

・この値と，観測交通量である①バス総トリップ数 

②主要ゾーンのバス発生量・集中量，コントロール

値である③目的別OD 表を比較し，補正率を算出 

・この補正値を現況目的別手段別 OD 表(モデル値)に

乗ずることで，現況目的別手段OD 表を作成 

本論文では，簡便的に路線バス乗降者数の代わりに，

代表交通手段であるバス利用者の発生・集中量とし，上

位 4 割のみで補正を行った．図11に示すようにOD 逆推

計手法を用いて算出した手段別OD 表は，実績値OD 表

の再現性が極めて向上している． 

 

3. ケーススタディ（熊本交通センター桜町開発） 
 
ここでは，推計手法を実際の開発計画に適用し，公共

交通の利便性の高い地点に新たな施設を整備した際の都

市圏内における交通流動の変化を推計する．ここでは，

熊本市中心部に予定されている熊本交通センター桜町開

発（2019 年竣工予定）による下記の条件変化を仮定した． 図12 開発による発生集中量の増分 

図11 バス分担交通量の再現性 
(OD逆推計手法の推計値と検証) 

図10 観測交通量による分担交通量の推計手法 
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開発による条件の変化  

人口フレーム条件  第3次従業人口の増加(1,000人と設定)  

交通条件  変化なし  

推計の結果図 12 の通り，都市圏内の発生集中量合計

で約 3,300 トリップの増加が見込まれる．また，増分の

構成比におけるバス＋鉄道の利用比率は約 13％となり，

都市圏全体の約 4％と比較して高い結果となった． 

事業完了前の為検証は難しいが、市内中心部という公

共交通利便性が高い立地状況を勘案すると，公共交通の

利用比率が高い傾向は開発により想定される流動変化と

整合していると推測する． 

 

4. 推計モデルの適用と課題 
 
ここでは，推計モデルや推計パラメーターを用いて各

地域で立地適正化計画，公共交通網形成計画等の交通施

策等を実施する際の推計モデルの適用方法と，推計モデ

ルの課題についてまとめる． 

a) 換算時間の算出 

公共交通機関の待ち時間とアクセス時間を換算時間

に変換する係数を算出し，移動時間が固定していない私

用目的等で換算時間係数が高めになることが判明した．

また，熊本都市圏で算出した換算係数は，モデルの転移

性を考慮し宇都宮都市圏で検証を行った結果，他地域で

も適用可能であることが検証できた．今後，複数都市で

の検証がさらに必要であると考える． 

また，換算時間を用いたOD 推定の手法は，公共交通

機関のみならず、パーソナルモビリティや自動運転によ

るバスなど新たな交通モードの運行本数や運行経路に関

する交通条件を考慮することで，集中量推計，分布量推

計，分担量推計に反映可能となる為，新たな交通施策の

実施によるOD 変化の把握に有効な手法と考える． 

b) 発生量・集中量モデルの算出 

公共交通の利便性の高い地域において，発生量・集中

量が高くなることを示し，モデルへの反映を行った．施

策の効果例としては，公共交通沿線地域に居住人口を誘

導することで高齢者の外出活動が活発となる，病院等の

施設を交通利便性の高い地域に誘導することで集客力の

高い施設となるなど，施策展開の評価に有効な手法とな

ると考える． 

c) 分布モデルの算出 

グラビティモデルを用いた分布量推定を実施したが，

ゼロ・トリップのOD が除外されることによる推計バイ

アスの存在を確認した．今後，現況OD表に交通 ICTデ

ータの分布パターンを用いるなど，推計手法を工夫する

ことで精度向上を図る検討が必要である．また繰り返し

になるが，換算時間を用いたモデルであるため，施策導

入によるOD の変化を捉える等により施策導入による効

果を評価できると考える． 

d) 分担モデルの算出 

全国一律の Logit モデルを用いた分担モデルでは，地

域特性等が反映できないため，鉄道・バスの現況OD 表

の再現性が低い．このため，観測されたバス乗降客数等

を用いてOD 表を逆推計する手法を提案し，高い現況再

現性を確認した． 

今回のモデルでは，人口フレームや交通条件のみで発

生・集中量，分布交通量を再現できるが，交通 ICTデー

タ等の活用によって精度向上が可能である．その際は，

分担量を観測量で逆推計することで再現可能であると考

える．また，施策導入後の機関交通量推計は，人口フレ

ームや換算時間を用いた交通条件の見直しによるモデル

値の変化度合いを考慮することで推計することが可能で

あると考える．  
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